
　2020年のケニアの実質GDP成長率は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により前年の
プラス成長からマイナス0.3％に転じた。貿易では、農業部門の好調により輸出額が増加した一
方、鉱物性燃料の輸入額は減少し、貿易赤字は縮小した。日本との貿易は、輸出入額ともに減
少し、特に輸入の半分以上を占める輸送機器が大きく減少した。対内直接投資額はマイナス
34.7％と大幅に減少し、引き揚げ超過に転じた。

■新型コロナ拡大によりマイナス成長
　ケニア統計局は、 7 年ぶりにGDP算出の基準年の見直しを行い、2009年から2016年に変更した。

2020年の実質GDP成長率はマイナス0.3％と、29年ぶりのマイナス成長となった。産業別では、GDP
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ジェクトをはじめ、官民連携（PPP）モデルの高速道路建設（650億Ksh）などの大型プロジェクト

が進んでいる。その結果、セメントの消費量が21.3％増加するなど、建設業は堅調に推移した。

　2021年 3 月からはアストラゼネカ製ワクチンの接種が始まった。同年 6 月末までに約138万回の接

種を終え、成人人口の1.46％が 2 回のワクチン接種を終了している。国内外でのワクチンの普及によ

り観光客の増加、ホテル・レストラン業回復への期待が高まる中、IMFは2021年 4 月発表の「世界

経済見通し」で、ケニアの2021年の成長率をサブサハラ・アフリカで最も高い7.6％と予測している。

　ケニア政府は感染拡大の影響を踏まえ、2020年 4 月に中小零細企業やその従業員を対象とした経済

刺激策を発表し、付加価値税、法人所得税、源泉徴収税などを減免した（2021年 1 月 1 日に一部改

正）。企業登記局によると、個人事業を含む企業の新規登録数は2020年、前年を56.1 ％上回る 9 万

4,115 件に増加した。

　2020年12月時点での公的債務残高は 7 兆2,818億Kshで、GDPに対する債務残高の割合は過去最高
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
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〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所

― 1 ―

Copyright©2020JETRO　世界貿易投資動向シリーズ（中国）

CW6_A8284D50_中国.indd   1 2020/12/04   9:40:31



となる68.7％となった。国際機関や援助供与国から緊急支援を受けたため、対外債務残高の伸び率は

前年と比べ8.0ポイント高い22.1％となった。

　外貨準備高は2019年末の88億4,800万ドルから77億5,000万ドルに減少し、為替レートは2019年末の

1 ドル＝101.99Kshから、2020年末には106.45Kshまで下落した。一方、海外居住者（就業などのた

め国外で暮らすケニア人）からの海外送金が30億9,427万ドルと過去最高額を記録した。

■貿易赤字は縮小
　2020年の貿易（通関ベース）は、輸出額が前年比3.5％増となる59億7,901万ドル、輸入は10.2％減

の153億1,826万ドルだった。貿易赤字は93億3,925万ドルで、前年から17.2％縮小した。

　輸出を品目別にみると、構成比の24.4％を占めるコーヒー・茶・スパイスの輸出額が前年比9.9％増

となる14億5,709万ドルだった。また、野菜・根菜類（構成比4.9％、31.3％増）や、果物・ナッツ

（3.6％、5.6％増）も好調に推移した。輸出を国別にみると、最大の輸出相手国は前年に引き続きウガ

ンダ（11.2％、8.8％増）だった。 2 位がパキスタン（8.5％、15.8％増）、 3 位が英国（7.8％、20.1％

増）と、上位 3 カ国への輸出額は増加した。 4 位の米国（7.7％、8.7％減）と 5 位のオランダ（7.6％、

2.6％減）はともに減少した。ケニアは、野菜や果物の輸出を拡大するため品質の向上や検疫の強化

に取り組んできた。欧州や中東といった主要な輸出先に加え、2019年には中国向けアボカド輸出が一

定の条件下で認められ、2020年には初めての輸出が実現した。2020年上半期は航空便の運航停止措置

があり輸出が伸び悩んだが、下半期には輸出先での需要回復や規制緩和により輸出が拡大した。

　輸入を品目別にみると、主要な輸入品目である鉱物性燃料（構成比14.4％、前年比32.8％減）、ボイ

表 1　ケニアの主要品目別輸出入＜通関ベース＞
（単位:1,000ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）

品目
2019年 2020年

品目
2019年 2020年

金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 伸び率
コーヒー、茶、スパイス 1,326,010 1,457,093 24.4 9.9 鉱物性燃料、鉱物油、蒸留物 3,291,992 2,211,197 14.4 △ 32.8
樹木、切り花 639,059 630,750 10.5 △ 1.3 ボイラー、機械類 1,624,384 1,419,081 9.3 △ 12.6
鉱物性燃料、鉱物油、蒸留物 447,345 408,274 6.8 △ 8.7 電子機器 1,255,155 1,193,362 7.8 △ 4.9
野菜、根菜類 222,552 292,219 4.9 31.3 自動車 1,197,597 1,110,735 7.3 △ 7.3
果物、ナッツ 202,401 213,735 3.6 5.6 鉄鋼 906,877 920,023 6.0 +1.4
鉱石 193,124 205,375 3.4 6.3 油脂 555,681 857,861 5.6 +54.4
衣類（メリヤス編およびクロセ編以外） 228,752 196,457 3.3 △ 14.1 穀物 849,418 792,102 5.2 △ 6.7
動物性・植物性の油脂、調製食用脂、動物性・植物性のろう 136,359 186,998 3.1 37.1 プラスチック製品 726,883 719,252 4.7 △ 1.0
たばこ 128,392 153,454 2.6 19.5 医療用品 552,768 684,503 4.5 +23.8
加工した野菜、フルーツ、ナッツ 120,001 136,023 2.3 13.4 各種の化学工業生産品 283,264 378,861 2.5 +33.7

 合計（その他含む） 5,779,396 5,979,007 100.0 3.5  合計（その他含む） 17,052,685 15,318,259 100.0 △ 10.2
（出所）World Trade Atlas(ケニア統計局)を基に作成

表 2　ケニアの主要国・地域別輸出入＜通関ベース＞
（単位:100万ドル、％）

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2019年 2020年 2019年 2020年
金　額 金　額 構成比 伸び率 金　額 金　額 構成比 伸び率

ウガンダ 618 672 11.2 8.8 中国 3,553 3,360 21.9 △ 5.4
パキスタン 439 509 8.5 15.8 インド 1,689 1,761 11.5 4.2
英国 387 465 7.8 20.1 アラブ首長国連邦 1,617 863 5.6 △ 46.7
米国 503 460 7.7 △ 8.7 日本 937 816 5.3 △ 13.0
オランダ 466 454 7.6 △ 2.6 サウジアラビア 1,236 668 4.4 △ 46.0
アラブ首長国連邦 375 324 5.4 △ 13.8 インドネシア 478 586 3.8 22.8
タンザニア 326 292 4.9 △ 10.5 米国 581 524 3.4 △ 9.8
ルワンダ 225 235 3.9 4.5 南アフリカ 681 428 2.8 △ 37.2
南スーダン 122 216 3.6 77.0 マレーシア 246 425 2.8 72.6
エジプト 184 177 3.0 △ 3.7 エジプト 412 417 2.7 1.2

 （日本） 53 45 0.7 △ 16.0 オランダ 309 387 2.5 25.4
 合計（その他、再輸出含む） 5,779 5,979 100.0 3.5  合計（その他含む） 17,053 15,318 100.0 △ 10.2

（出所）World Trade Atlas（ケニア統計局）を基に作成

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。

世界貿易投資動向シリーズ

中　国
2020年12月7日

海外調査部・北京事務所
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2021 （【国名】）

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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（ケニア）



ラー・機械類（9.3％、12.6％減）、電子機器（7.8％、4.9％減）、自動車（7.3％、7.3％減）の輸入額が

軒並み減少した。輸入を国別にみると、首位が中国（21.9％、5.4％減）、次いでインド（11.5％、4.2％

増）、アラブ首長国連邦（5.6％、46.7％減）、日本（5.3％、13.0％減）、サウジアラビア（4.4％、

46.0％減）となった。産油国からの鉱物性燃料の輸入額が減少したことで、日本とサウジアラビアの

順位が前年と入れ替わった。

■対内直接投資額は34.7％減少
　国連貿易開発会議（UNCTAD）によれば、対内直接投資額（国際収支ベース、ネット、フロー）

は前年比34.7％減の 7 億7,100万ドルだった。ケニアを含む東アフリカへの直接投資額も16.0％減と

なった。対外直接投資は前年の1,100万ドルから700万ドルの引き揚げ超過に転じた。外資系企業の主

な動きとして、バングラデシュの大手製薬メーカーであるスクエア製薬が、アティリバー輸出加工区

（EPZ）に生産工場を建設し、2021年 8 月の操業を目指している。

■域外の経済関係を強化
　通商関係では、アフリカ域外との関係強化に進展があった。ケニアと米国は2020年 7 月 8 日、自由

貿易協定（FTA）交渉を開始すると表明した。米国は2000年 5 月にアフリカ成長機会法（AGOA）

を施行しており、一定の条件を満たしたケニア製品の輸入関税を免除している。AGOAは2025年 9

月末まで継続することが決まっているものの、その後継続するか未定となっている。米国とケニア

は、AGOAを引き継ぐ制度として 2 国間FTAを締結し、AGOA後のモデルケースを形成したいとし

ている。また、2020年12月 8 日にはケニアと英国が新たな経済連携協定（EPA）に署名した。ケニ

アを含む東アフリカ共同体（EAC）とEUとの間にはEPAがあり、現在ケニアだけが批准している。

ケニアは英国とEPAを締結することで、英国のEU離脱後も基本的にはEUとのEPAの内容を引き

継ぐことになった。一方で、域外とのFTAやEPA締結推進にはアフリカの地域経済共同体（REC）

との関係に課題が残る。具体的には、EAC、東南部アフリカ市場共同体（COMESA）、2021年 1 月

1 日に運用を開始したアフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）との整合性、原産地規則に関する矛盾

などが指摘されている。

■日本との貿易額は輸出入ともに減少
　日本の「貿易統計」（通関ベース）によると、2020年の日本の対ケニア輸出額は前年比15.8％減の 7

億1,915万ドル、輸入額は5.3％減の6,791万ドル、貿易黒字は16.8％減の 6 億5,124万ドルといずれも縮

小した。特に、日本の輸出額の56.4％を占める輸送用機器（自動車、バイクなど）は28.8％減と振る

わなかった。日本企業の動きをみると、デジタルや金融分野への投資や連携が目立った。2018年にケ

ニアに進出し、タクシードライバー向けにマイクロファイナンスを提供するハッキアフリカが、第三

者割当増資による資金調達を実施した（2020年12月29日発表）。また、商船三井は、越境ECサイト

でケニアに中古農機を輸出する事業を立ち上げるため実証実験を行い、2021年 5 月には子会社のキリ

モルを設立した（2021年 4 月27日発表）。豊田通商は、子会社のCFAOと共同で2019年に設立したモ

■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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（ケニア）



ビリティ54を通じて複数の金融サービスへ出資参画した。また、同社は、自動車やバイクタクシーな

どの個人事業者へリースサービスを提供するトゥゲンデに対しても、同社のシードラウンドとなる第

三者割当増資に参加し、2020年 9 月に400万ドルを出資した（2020年10月 5 日発表）。業務用厨房機器

ホシザキの子会社であるウエスタンは、2020年11月にナイロビに支店を設立し、2021年 9 月に営業を

開始した（2021年 9 月 9 日発表）。

表 3　日本の対ケニア主要品目別輸出入＜通関ベース＞
(単位：1000ドル，％)

輸出（FOB） 輸入（CIF）
2019年 2020年 2019年 2020年
金額 金額 構成比 伸び率 金額 金額 構成比 前年比

食料品 119 289 0.0 142.9 食料品 31,121 22,760 33.5 △ 26.9
原料品 12,310 7,968 1.1 △ 35.3 原料品 38,074 42,500 62.6 11.6
鉱物性燃料 310 129 0.0 △ 58.4 　　非鉄金属鉱 11,535 24,863 36.6 115.5
化学製品 16,043 10,343 1.4 △ 35.5 化学製品 269 139 0.2 △ 48.3
原料別製品 182,470 216,471 30.1 18.6 原料別製品 123 742 1.1 503.3
　　鉄鋼 172,129 203,951 28.4 18.5 一般機械 0 11 0.0 全増
一般機械 26,864 41,927 5.8 56.1 電気機器 45 20 0.0 △ 55.6
電気機器 7,531 4,159 0.6 △ 44.8 輸送用機器 9 11 0.0 22.2
輸送用機器 569,890 405,703 56.4 △ 28.8 　　自動車の部分品 2 11 0.0 450.0
　　自動車 560,475 397,085 55.2 △ 29.2 その他 2,077 1,723 2.5 △ 17.0
　　　　乗用車 393,903 294,607 41.0 △ 25.2 　　衣類・同付属品 845 855 1.3 1.2
　　　　バス・トラック 149,781 95,948 13.3 △ 35.9
　　自動車の部分品 6,798 7,290 1.0 7.2
　　二輪自動車 442 479 0.1 8.4
　航空機類 20 571 0.1 2,755.0
その他 38,838 32,160 4.5 △ 17.2
総額 854,374 719,149 100.0 △ 15.8 総額 71,717 67,906 100.0 △ 5.3

（出所）財務省「貿易統計」（通関ベース）を基に作成

主要経済指標
①人口：4,869万人（2020年） 2018年 2019年 2020年
②面積：581,309.29km2 ④実質GDP成長率（％） 5.6 5.0 △0.3
③１人当たりGDP：2,039米ドル
　（2020年）

⑤消費者物価上昇率（％） 4.7 5.3 5.4
⑥失業率（％） 2.6 2.6 3.0
⑦貿易収支（100万米ドル） △11,304 △11,821 △9,404
⑧‌�経常収支（グロス）‌
（100万米ドル） △5,048 △5,552 △4,744

⑨‌�外貨準備高（グロス）‌
（100万米ドル） 8,001 8,848 7,750

⑩対外債務残高（100万米ドル） 26,888 30,462 35,634
⑪‌�為替レート（ １ 米ドルにつき、
期中平均） 101.30 101.99 106.45

〔注〕 ⑦：国際収支ベース（財）、⑦⑩：ケニア・シリング建てをドル換算					   
〔出所〕 ①③④⑤⑧⑪：IMF、②：ケニア統計局、⑥：世界銀行、⑦⑨⑩：ケニア中央銀行（CBK）			 

（お問い合わせ先）

海外調査部　中東アフリカ課

ORH@jetro.go.jp

イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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■実質GDP成長率は29年ぶりの低水準
　国家統計局によると、2019年の名目GDP（国内総生産）は99兆865億元、実質GDP成長率は6.1％で、
1990年以来29年ぶりの低水準となった。国家統計局は2019年の経済について、前年から続く米中摩擦
や政府の金融リスクの防止策（デレバレッジ）など一連の経済構造改革などの影響でインフラ投資が

低水準にとどまったことなどを挙げ、経済の下
押し圧力が依然大きいとの認識を示した。一方、
実質GDP成長率が年度目標の6.0～6.5％前後を
達成したことや、都市部調査失業率が年度目標
の5.5％前後を下回る5.2％となったことなどを
挙げ、マクロ経済の主要指標が全て目標を達成、
経済は安定的に成長したとの認識を示した。

■消費、投資ともに伸びが鈍化
　国家統計局が発表した2019年の主要経済指標をみると年度計画の目標値は達成したものの、前年比
では減速傾向が目立った。
　投資（固定資産投資総額）は前年比5.4％増で、伸びが前年から0.5ポイント縮小した。うちインフ
ラ投資は3.8％増と前年と同様の水準にとどまった。政府主導のインフラ投資拡大策がとられ、それ
を速やかに実施するための地方債の前倒し発行がなされたが、前年から続く債務管理やプロジェクト
審査の厳格化により、投資が十分に加速しなかった。民間投資は、米中摩擦の長期化による不確実性
の高まりなどを受け、4.7％増（4.0ポイント縮小）という低水準にとどまった。不動産投資は、政府
が住宅投機を許容しない姿勢を維持していることも背景に、9.9％増（0.4ポイント拡大）にとどまった。
　消費（社会消費品小売総額）は、1人当たり平均可処分所得（実質）の伸びが縮小（前年から0.7ポ

表1　中国の需要項目別実質GDP成長率
（単位：％）

2018年 2019年
2019年 2020年

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2

実質GDP成長率 6.7 6.1 6.4 6.2 6.0 6.0 △6.8 3.2
　民間最終消費支出 4.4 3.5 ― ― ― ― ― ―
　国内総固定資本形成 2.8 1.9 ― ― ― ― ― ―
　財貨・サービスの純輸出 △0.5 0.7 ― ― ― ― ― ―

〔注〕四半期の伸び率は前年同期比。
〔出所〕中国統計年鑑および中国国家統計局発表より作成

　2019年の中国経済は、実質GDP成長率が6.1％で、2018年（6.7％）より0.6ポイント減速
し1990年以来29年ぶりの低水準となった。米中貿易摩擦、金融リスクの防止策など一連の経
済構造改革で、インフラ投資が低水準にとどまり、経済への下押し圧力に直面した。貿易総額は、
米中間の貿易の縮小などを受け、前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと2016年以来3年ぶりに減
少に転じた。一方対内直接投資額は、5.8％増の9,415億2,000万元（ドルベースでは2.4％増
の1,381億4,000万ドル）と過去最高を再び更新した。
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イント縮小し5.8％）したことや、自動車販売の不振が押し下げ要因となり、前年比8.0％増と、伸び
が前年から1.0ポイント縮小した。
　インターネット小売額は16.5％増と2桁の伸びとなったものの、前年の23.9％増からは大きく減速した。
　工業生産増加額（付加価値ベース、年間売上高2,000万元以上の企業が対象）は前年比5.7％増で伸
びが前年から0.5ポイント縮小した。主要産品の工業生産量をみると、鋼材（9.8％増）、集積回路（7.2％
増）などが好調だった一方、自動車（8.0％減）などが減少した。
　雇用面をみると、都市部新規就業者数は1,352万人増（目標1,100万人以上増）、都市部登録失業率は
3.6％（目標4.5％以内）と、ともに目標を達成した。

■2020年の経済運営は雇用の安定を重視
　中国政府は新型コロナウイルス感染症と経済・貿易の不確実性が非常に高いことなどから、2020年
の経済成長率目標を設定しなかった。また、前年に続き、消費（社会消費品小売総額）、投資（全社
会固定資産投資額）の数値目標も設定しなかった。
　重点活動任務の筆頭には、「企業の安定化と雇用の保障に努める」との内容が設定され、不確実性
が高い環境の下、経済成長率よりも雇用の安定や質の高い発展を重視する姿勢がいっそう鮮明となっ
た。ちなみに、2020年第1四半期の経済成長率は新型コロナの影響を受け前年同期比6.8％減と大きく
減少したが、第2四半期は3.2％増とプラス成長を回復した。

■2020年に入りASEANが最大の貿易相手に
　2019年の中国の貿易総額は前年比1.0％減の4兆5,761億ドルと、2016年以来3年ぶりに減少に転じた。
うち、輸出は0.5％増の2兆4,990億ドル、輸入は2.7％減の2兆771億ドルで、貿易収支は4,219億ドルの
黒字となった。
　貿易総額を国・地域別にみると、上位5カ国・地域は①EU28が7,053億ドル（前年比3.4％増）、②
ASEANが6,415億ドル（9.2％増）、③米国が5,414億ドル（14.5％減）、④日本が3,150億ドル（3.9％減）、
⑤香港が2,880億ドル（7.2％減）となり、米国、日本、香港が減少した一方、EU28、ASEANは増加
した。
　品目別にみると、輸出は機械・輸送設備が前年比1.0％減の1兆1,955億ドルとなり、全体に占める構
成比は47.8％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、その他電気部品は7.9％増の3,568億ドル、
電気通信、音声録音・再生設備は6.1％減の3,059億ドルとなった。輸入は、機械・輸送設備が6.3％減
の7,865億ドルとなり、輸入全体に占める構成比は37.9％だった。うち構成比の大きい電力機械・器具、
その他電気部品は3.6％減の4,273億ドルとなった。
　2020年上半期の貿易総額は、前年同期比6.3％減の2兆297億ドルとなった。うち、輸出は6.2％減の1
兆987億ドル、輸入は6.4％減の9,309億ドルとともに減少し、貿易収支は1,678億ドルの黒字（前年同
期比4.9％減）となった。主要国・地域との貿易をみると、上位5カ国・地域は①ASEAN2,979億ドル（2.2％
増）、②EU27が2,842億ドル（4.9％減）、③米国が2,340億ドル（9.7％減）、④日本が1,471億ドル（2.9％
減）、⑤韓国が1,316億ドル（5.8％減）と、ASEANが中国にとって最大の貿易相手となった。
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